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1 は じ め に

本論文では, 部門間の振替価格を決定する必要のある事業部制組織が投資の不確実性に直

面する場合に, 全部原価計算と直接原価計算のいずれを採用することが企業全体にとって望
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本論文では, 部門間の振替価格を決定する必要のある事業部制組織が投資の不確

実性に直面する場合に, 全部原価計算と直接原価計算のいずれを採用することが企

業全体にとって望ましいかを分析する｡ 特に, 組織内に複数の製造部門が存在し,

それらの部門長がリスク回避的に行動する状況を想定することが, 本論文で提示さ

れるモデルの特徴となる｡ モデルでは, 複数の製造部門が固定費を発生する生産設

備を共同で利用する状況を考え, そしてそれぞれの部門が固定費を低減させる投資

を行うが, その成果に関して不確実性が存在するものと仮定する｡ モデルに基づく

分析から, 不確実性が存在しないか, または部門長がリスク中立的に行動する単純

な場合には, 全部原価計算を行い, 製造部門に固定費を配賦する方が全社的には有

利となることが示される｡ これに対し, 不確実性が存在し, 部門長のリスク回避度

が高い状況では, 直接原価計算を用い, 各製造部門には固定費を配賦しない方が有

利となる｡ しかも製造部門数が少なくなるほど, 直接原価計算が有利となる状況が

拡大することが, 重要な結論として示される｡ 固定費を発生する生産設備を共同利

用する製造部門数が少ないほど, その設備投資に対する成果を個別の部門が占有す

ることが可能であるため, 全部原価計算を採用することで, 費用削減投資への動機

を引き出すことが全社的には望ましいと直観的には考えられる｡ しかし製造部門長

がリスク回避的に行動する場合には, この直観は必ずしも妥当ではなくなる｡ 部門

長がリスク回避的であれば, その部門に固定費を配賦すると, 共有設備から発生す

る固定費の分散を抑制するための, 過剰な費用削減投資の誘因を引き出す危険性が

ある｡ 固定費を配賦する対象となる製造部門数が少なくなるほど 1部門あたりの部

門長が直面するリスクは増大するから, そうした状況下で特にこの過剰投資の危険

性は高まる｡ この場合にはむしろ直接原価計算を採用し, それに基づいて振替価格

を設定することが全社的には有利となることを, モデルの分析結果は示唆する｡
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ましいかを分析する｡ Matsui (2012) では, 製造間接費が固定費となる状況で, 企業が単一

の製品を生産するときの原価基準振替価格の選択を分析するモデルを提示している｡ そこで

は製造部門長がリスク回避的に行動する状況を仮定した上で, 投資の不確実性に部門が直面

しない場合には全部原価計算が望ましいが, 不確実性の存在下では, 部門長の絶対的リスク

回避度がある閾値を上回ると, 直接原価計算の方が望ましくなることを示している｡ 本論文

ではこのモデルを拡張し, 組織内に複数の製造部門が存在する状況を考える｡ そしてそれら

の製造部門が固定費を発生する生産設備を共同で利用する状況を想定し, それぞれの部門が

その固定費を低減させる投資を行うが, その成果に関して不確実性が存在するものと仮定す

る｡ 以上の仮定に基づいたモデルによる分析から, 不確実性が存在しないか, または部門長

がリスク中立的に行動する単純な場合には, 全部原価計算を行い, 製造部門に固定費を配賦

する方が全社的には有利となることが示される｡ これに対し, 不確実性が存在し, 部門長の

リスク回避度が高い状況では, 直接原価計算を用い, 各製造部門には固定費を配賦しない方

が有利となる｡ しかも製造部門数が少なくなるほど, 直接原価計算が有利となる状況が拡大

することが, 重要な結論として示される｡

以上の結論の背後にある論理は次のようにまとめられる｡ 固定費を発生する生産設備を共

同利用する製造部門数が少ないほど, その設備投資に対する成果を個別の部門が占有するこ

とが可能であるため, 全部原価計算を採用することで, 費用削減投資への動機を引き出すこ

とが全社的には望ましいと直観的には考えられる｡ しかし, 製造部門長がリスク回避的に行

動する場合には, この直観は必ずしも妥当ではなくなる｡ 部門長がリスク回避的であれば,

その部門に固定費を配賦すると, 共有設備から発生する固定費の分散を抑制するための, 過

剰な費用削減投資の誘因を引き出す危険性がある｡ 固定費を配賦する対象となる製造部門数

が少なくなるほど 1部門あたりの部門長が直面するリスクは増大するから, そうした状況下

で特にこの過剰投資の危険性は高まる｡ この場合にはむしろ直接原価計算を採用し, それに

基づいて振替価格を設定することが全社的には有利となることを, モデルの分析結果は示唆

する｡

経営管理の視点から振替価格の数理モデルを構築した研究論文は過去に多数存在する｡
1)

Hirshleifer (1956) は事業部制組織において, 販売数量が全社的な最適水準と比較して過少

になるという問題を解消するために, 限界費用に等しい振替価格の設定が望ましいことを示

した｡
2)
これを契機としてその後, 意思決定理論に依拠して望ましい振替価格を求める研究が

展開された｡ そうした研究として, 例えば Ronen & McKinney (1970), Edlin & Reichelstein

(1995), Alles & Datar (1998), ���(2000), Narayanan & Smith (2000), Chwolka & Simons

(2003), Baldenius et al. (2004), �����	 & Schiller (2004, 2010), ���& 
����
���(2004),

Hinss et al. (2005), Baldenius & Reichelstein (2006), Fjell & Foros (2008), Lantz (2009), Shor
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& Chen (2009), ����& ���(2011, 2013), Matsui (2011, 2012, 2013), Pfeiffer et al. (2011),

Autrey & Bova (2012), Martini et al. (2012), Martini (2015) などがあげられる｡
3)
先行研究で

は, 単一の事業部制組織の中でリスク回避的に行動する複数の部門長の存在を仮定した上で,

望ましい原価計算の方法を論じたモデルは存在しないため, この問題に取り組む点は本論文

の新しい貢献となる｡

本論文の構成は次の通りである｡ 次の 2節で, 本論文で構築するモデルの仮定を提示する｡

3 節で全部原価計算と直接原価計算のそれぞれのもとでの均衡を計算し, どのような環境下

ではいずれの原価計算が全社的には望ましいのかを比較する｡ 最後に 4節で結論を述べる｡

2 仮 定

本節では, 本論文で構築するモデルの仮定を提示する｡ 表 1にモデルで用いる変数の一覧

を示している｡ また, 図 1にモデルで想定する事業部制組織の構造を示している｡ 図 1に示

されるように, ある事業部制をとる企業が存在し, この企業は�種類の製品を生産し, そ

れらを�の個別のサプライチェーンで最終消費者に販売する状況を想定する｡ 第�番目の製

品を扱う第�番目 (�＝1, 2, �, �) のサプライチェーンは, 上流の製造部門と下流の販売部

門の 2部門から構成される｡ したがって, サプライチェーン�は製造部門�と販売部門�か

ら構成されると表記する｡ 製造部門�は製品�を生産し, 振替価格を用いて販売部門に移転

する｡ そして, 販売部門は最終消費者にそれらを販売する｡ なお, 以下では�は 1以上�以

下の整数を表す｡

意思決定を行う経済主体として, 本社にはこの企業全体の経営者, 製造部門には製造部門

長, 販売部門には販売部門長がそれぞれ存在すると仮定する｡ さらに企業全体の経営者と販

売部門長はリスク中立的であるが, 製造部門長はリスク回避的または中立的であるものと仮

定する｡ 経営者は企業全体の利潤合計を最大化するための意思決定を行うが, 部門長は各自

の効用を最大化する意思決定を行う｡ 製造部門は, ある共有の生産設備を用いて製品を生産

し, 同時にこの共有設備から発生する固定費を削減するための投資を行う｡ また, 販売部門

は消費者への販売数量の決定を行う｡ したがって, 原価計算と振替価格の決定は本社の経営

者が行うが, 投資額の決定は製造部門長が行い, 販売数量の決定は販売部門長が行うものと

して, それぞれ意思決定が分権化されている状況を考える｡
4)

このモデルでは図 2に示されているように, 時系列で次のような複数の意思決定の段階を

考える｡ 第 1段階に, 本社の経営者が全部原価計算と直接原価計算のいずれを採用するかの

選択を行う｡ 第 2 段階で, 経営者が製品�を製造部門�から販売部門�に移転する際の振替

価格��を決定する｡ なお以下では, 変数に付与される下付文字�は製品�に関する変数であ

ることを示す｡ 第 3 段階で, 製造部門�の部門長が投資額��を決定する｡ この��が大きい
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図 1 組織構造
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表 1 変数一覧

� 小売価格

� 振替価格

� 数量

� 投資額

� 投資額の製造部門間合計 ���
�

���
��� �

� 製品数, 製造部門数

	 製造部門長のリスク回避度


 全社利潤

� 部門利潤

� 製造部門を表す上付文字


 販売部門を表す上付文字

� 製品またはサプライチェーンを表す下付文字

� 部門長の効用

�� 状態 Hの生起確率

�� 状態 Lの生起確率

��(�) 状態 Hにおける固定費

��(�) 状態 Lにおける固定費

�(�) 固定費の期待値

����� 変動費率

� 不確実性の尺度



ほど, 製品�の 1単位あたりの変動費は低下する｡ さらに, ��が大きいほど, 複数の製造部

門が共通して利用する生産設備から発生する固定費も減少するが, その投資の固定費削減の

効果には不確実性が存在する｡ 第 4 段階で, 販売部門�の部門長は, 製造部門の投資額を観

察した上で販売数量 ��を決定し, 製品 �の独占供給者として市場で販売する｡ 最後に第 5

段階で, 状態 Hまたは Lが実現し, 不確実性が解消される｡ 状態 Hは投資が成功し, 固定

費を大きく削減した状態を意味するのに対し, 状態 Lは投資が失敗し, 固定費を大きくは

削減できなかったことを意味する｡

次に, モデルで利用される関数を定義する｡ まず消費者の逆需要関数を次のように表す｡

�������� ( 1 )

( 1 )式で, �は小売価格, �は数量を表す｡ 逆需要関数は ��������を満たすものと仮定す

る｡

製造部門�が負担する変動費率は投資額の関数であり, �����と表す｡ さらに, 企業全体

の固定費はすべての製造部門による投資額の合計に負で依存する｡ その投資額の合計を �

で表し, ���
�

���
��とする｡ この投資が固定費を削減する効果に関しては不確実性が存在し,

固定費は状態 Hで	
���となり, 状態 Lで	����となる｡ また, 状態 Hと Lが生起する

確率をそれぞれ�
と��で表す｡ 固定費削減の投資は, 状態 Hの場合の方が状態 Lの場合

よりも成功していると考え, 	
����	����を仮定しておく｡ さらに	���を固定費の期待

値として定義すると, 次式が成立する｡

	�����
	
���	��	���� ( 2 )

費用関数	
���, 	����, および�����はすべて微分可能であり, 	�

������	�

�������お

よび ��������が成立すると仮定する｡ つまり, 投資額が大きくなると, それにともない固

定費と変動費率はより削減されることになる｡

次に, 企業と部門のそれぞれの目的関数を定義する｡ まず, 製造部門�の部門長の効用関
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第 1段階 第 2段階 第 3段階 第 4段階 第 5段階
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本社が製品�の振
替価格 ��を決定
する｡

製造部門�が投資
額 ��を決定する｡

販売部門�が販売
数量 ��を決定す
る｡

状態 H または L

が実現し, 不確実
性が解消される｡

図 2 意思決定の順序



数を考える｡ 部門長の効用��は部門利潤��
�から決定される｡ 直接原価計算が選択される場

合には固定費が製造部門に配賦されないため, 期待効用は次のように表される｡

�������
�������������	���
��	�� ( 3 )

これに対し, 全部原価計算が採用されるときは, 期待効用は次のように表される｡

�������
�������� �����	��� ���




���

�� 	������ 	
��	�� 	


���� �����	��� ���



���

�� 	������ 	
��	�� 	 ( 4 )

( 4 )式は, 生産量基準で, 
�に応じてそれぞれの製造部門に固定費が配賦されることを意

味する｡ したがって, 全部原価計算の場合は, 製造部門長の効用は最終段階に実現する状態

に依存する｡

次に, 販売部門長の効用��は部門利潤��
� の関数として表される｡ なお, 販売部門長は

リスク中立的であるため, その期待効用はいずれの原価計算が採用されるかには影響を受け

ない｡

�������
���������

���������
������
�� ( 5 )

投資を行う製造部門長はリスク回避的または中立的であり, 販売部門長はリスク中立的で

あるため, 次式が成立する｡

������
������������

��
�

������
������������

����

最後に, 本社の経営者の選好はリスク中立的であるため, 経営者は次式で表される企業全

体の利潤の期待値����を最大化する｡

������



���
����
������
�
������	���
���������

��



���
����
�����	���
��������� ( 6 )

( 6 )式はすべての製品の販売から得られる収入 ����
��
��から, 変動費 ����	��
��, 固

定費の期待値 ������, および投資総額 ���を差し引いたものである｡ ( 6 )式に示される

ように, 企業全体の利潤には振替価格��は表れない｡

3 分 析

本節では, どのような環境下で全部原価計算と直接原価計算のいずれを用いることが全社

的には望ましいかを明らかにする｡ このために, 関数形を特定化した上で, それぞれの原価

計算を採用する場合の均衡利潤の期待値を計算し, それらを比較する｡ まず, 一連の関数形

を次のように特定化する｡

第２１２巻 第 ６ 号44



逆需要関数： ��������

製造部門�の部門長の効用：���	�
���
��������	�

��

変動費率： 
������� ���

状態 Hの固定費： ���������� �� �

状態 Lの固定費： ��������������������� �

なお, �, �, 
, �, �および�は定数であり, ���, ���, 
	�	�, �	�かつ �	�を満た

すものとする｡
5)

以上の関数形は, 前節で示した一般的な関数の性質をすべて満たしていることが確認でき

る｡ 特にここでは, 製造部門長の効用関数を絶対的リスク回避度一定 (CARA: Constant

Absolute Risk Aversion) として特定化している｡ ���	�
��が絶対的リスク回避度一定の効用

関数であるから, �を製造部門長のリスク回避度として定義すると, �
������	�
�������	�

��

と表される｡ すべての製造部門長はこの同一のリスク回避度�を持つと仮定する｡

固定費の期待値である ����
���������������は次のように計算される｡

���������� � ( 7 )

( 7 )式は, 固定費の期待値は�に依存しないことを示している｡ これに対し, 固定費の分

散は ������������と計算され, �に依存する｡ これらのことは, �が増加すると固定費の

平均は一定に保たれたまま, その分散のみ増加することを意味する｡ したがって, �は不確

実性の尺度として解釈される｡ ただし, �＝1 の場合は分散は 0 になるから, 不確実性は存

在しないことになる｡

以上の設定のもとで, 均衡を求める｡ 投資額と変動費・固定費の関係は非線形であるため,

以下では製造部門間と販売部門間のそれぞれにおける対称均衡に限定して議論する｡ なお,

計算過程は補論にまとめている｡ 外生変数を一定値として与えたときの, 均衡における内生

変数の解 ���������と全社の期待利潤����を表 2 と表 3 に示している｡ 表 2 では, 外

生変数を ��������������������������������	�として与え, リスク回避度�が変

化したときに内生変数と期待利潤がどのように変化するかを示している｡ 同様に, 表 3では

外生変数を �����������������������������������として与え, 不確実性の尺度

�が変化したときに均衡がどのように変化するかを示している｡ これらの表から, リスク回

避度�か不確実性の尺度�が一定の閾値をこえると, 全部原価計算の場合には�が増大し,

過大な投資が行われ, 直接原価計算の場合と比較して利潤の期待値が減少していくことが読

みとれる｡ また, 表 2 の ���の場合と, 表 3 の ���の場合では, 得られている数値がす

べて等しいが, これはいずれの場合でも製造部門長は実質的にリスクに直面しなくなるため,

同じ結果が導かれることを意味する｡
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最後に, 全部原価計算と直接原価計算のそれぞれが, どのような状況下で有利となるかを

確認する｡ 図 3 は外生変数のうち, ������������������������������と固定した上

で, �と	が同時に変化するとき, 全部原価計算と直接原価計算のいずれを採用すると期

待利潤 
���がより大きくなるかを領域で示している｡ 図に示されているように, リスク

回避度	が 0 の場合は, �の値に関わらず全部原価計算が有利となる｡ リスク回避度が 0

であれば, 不確実性が存在しない場合と同様な意思決定が行われるため, そうした単純な場

合には, 固定費を製造部門に配賦して固定費削減への投資の誘因を持たせることが望ましい｡

しかし	が相対的に高い値をとるときは, 直接原価計算の方が有利となることが読みとれ

る｡ さらに図の中で注目すべき点は, 製造部門数�が小さいときほど, 相対的に低いリス
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表 2 製造部門長のリスク回避度	が変化するときの結果

外生変数 : ����������������������������������

	: リスク回避度 �: 投資 
: 数量 �: 小売価格 �: 振替価格 
���: 期待利潤

全部原価計算

0 1.7946 4.6313 5.3687 0.7373 38.6968

2 1.8093 4.6313 5.3687 0.7375 38.6977

5 1.8311 4.6312 5.3688 0.7376 38.6983

10 1.8667 4.6313 5.3687 0.7374 38.6977

15 1.9014 4.6316 5.3684 0.7368 38.6952

19 1.9284 4.6319 5.3681 0.7362 38.6920

20 1.9351 4.6320 5.3680 0.7360 38.6911

50 2.1228 4.6362 5.3638 0.7275 38.6403

100 2.3939 4.6455 5.3545 0.7091 38.4989

直接原価計算 依存しない 1.7504 4.6317 5.3683 0.7366 38.6918

表 3 不確実性の尺度�が変化するときの結果

外生変数 : �������������	���������������������

�: 不確実性 �: 投資 
: 数量 �: 小売価格 �: 振替価格 
���: 期待利潤

全部原価計算

1 1.7946 4.6313 5.3687 0.7373 38.6968

2 1.8513 4.6313 5.3688 0.7375 38.6982

3 1.8937 4.6315 5.3685 0.7370 38.6959

4 1.9189 4.6318 5.3682 0.7364 38.6933

5 1.9351 4.6320 5.3680 0.7360 38.6911

10 1.9702 4.6326 5.3674 0.7349 38.6850

100 2.0044 4.6332 5.3668 0.7335 38.6775

1000 2.0079 4.6333 5.3667 0.7334 38.6767

10000 2.0083 4.6333 5.3667 0.7334 38.6766

直接原価計算 依存しない 1.7504 4.6317 5.3683 0.7366 38.6918



ク回避度のもとでも, 直接原価計算が有利となる領域が拡大することである｡

4 お わ り に

本論文では振替価格を決定する必要のある事業部制をとる組織において, 製造部門が固定

費を削減するための投資を行う場合に, 全部原価計算と直接原価計算のいずれが全社的に有

利となるかを分析した｡ 本論文で示したモデルの特徴は, 複数の製造部門が存在し, それら

の製造部門長がリスク回避的に行動する状況を仮定したことである｡ 製造部門による投資は

変動費と固定費を低下させる効果を持つが, その固定費に対する効果には不確実性がともな

う状況を考えた｡ 製造部門数が少ない場合に全部原価計算を採用すると, 1 部門あたりが負

担するリスクはより大きくなるため, リスク回避的な部門長から, 固定費の分散を抑制する

目的での過剰な投資を引き出してしまう危険性が生じる｡ したがって, 製造部門数が少ない

ときには, 部門長にとってのリスクを取り除くために意図的に固定費を配賦せず, 直接原価

計算を行うことが全社にとっては望ましい選択となる可能性が高くなる｡ この含意を得たこ

とが, 本研究による重要な貢献となる｡
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図 3 製造部門数�と製造部門長のリスク回避度�が変化するときの結果
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注：�����以外の外生変数は, 次のように設定している｡
�����������	������������������

�



補 論

数値解析の過程

(i) 直接原価計算の場合

販売部門�の部門長はリスク中立的であるから, その効用最大化と部門利潤最大化で得られる解

は同一である｡ 部門長は部門利潤��
� の最大化のため, ���

�������を解く｡ なお本論文では, 製

造部門間および販売部門間の対称均衡のみを議論するため, 以下の極大化問題における 2階の条件

は, 3 節で与えた関数形を利用すると, すべて部門間の対称性のもとで成立することが確認できる｡

直接原価計算の場合は, 不確実性をともなう固定費は製造部門に配賦されないから, 製造部門�

の部門長の期待効用の最大化は, その利潤最大化と同一になる｡ 製造部門�は販売部門�の反応を

考慮して投資��に関して��
�を最大化するため, 次のようなラグランジュ関数を定義する｡

	�
����

��
�����
������

なお, ���
�����には ��は含まれないため, ��

� の最大化の必要条件である �	�
�������は

���
�������で代替できる｡

最後に全社の期待利潤最大化を行う｡ 直接原価計算では固定費は製造部門に配賦されないため,

全社の期待利潤は次式で表される｡

������



���
���

����
��	� �




���
��
 �

経営者は後の段階における部門長の反応を考慮し, 期待利潤����を最大化する｡ この問題を

解くために, 次のラグランジュ関数	�を定義する｡

	��������



���

������

��������



���

������

������ (A1)

(A1)式から �	�������	�������	�������	���
����	���
�������������
�を計算し, そ

れらの式をすべて連立し, 対称性を課すことで内生変数の ����������
���
���が求まる｡ それらを

����に代入することにより, 全社の期待利潤が求まる｡

(ii) 全部原価計算の場合

直接原価計算の場合と同様に, 販売部門 �の部門長は利潤 ��
� を最大化する｡ その条件は

���
�������である｡

次に, 製造部門�の部門長は, その期待効用を最大化する｡ 直接原価計算の場合と異なる点は,

固定費の変動という不確実性に製造部門長が直面することである｡ 3 節では製造部門長の絶対的リ

スク回避度が一定である状態を仮定しているため, 部門長の目的関数は期待効用を与える部門利潤

の確実同値額として近似的に表されることになる｡ この確実同値額���
�は次式で表される｡ そし

て期待効用の最大化で得られる解と, ���
�の最大化で得られる解は同一となる｡

���
������

��	�������
����

なお, �はリスク回避度である｡ 製造部門�は販売部門�の反応を考慮して投資��に関して���
�

を最大化するため, 次のようなラグランジュ関数を定義する｡

	�
�����

��
�����
������

なお, ���
�����には ��は含まれないため, 確実同値額最大化の必要条件である �	�

�������は

����
�������で代替できる｡
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最後に全社の期待利潤最大化を行う｡ 全部原価計算では経営者は後の段階における製造部門長,

販売部門長の反応を考慮した上で, 次の期待利潤����を最大化する｡

������
�

���
���

����
��

この最大化問題のために, 次のラグランジュ関数	
を定義する｡

	
�������
�

���
�����
��

��������
�

���
�������

������ (A2)

(A2)式から �	
������	
������	
������	
�������	
��������������	���を計算し, そ

れらの式をすべて連立し, 対称性を課すことで内生変数の ������������������が求まる｡ それらを

����に代入することにより, 全社の期待利潤が求まる｡

注

本論文は, JSPS科研費26590049, 25285085の助成を受けた成果の一部である｡ 濱村純平氏

(神戸大学大学院経営学研究科博士課程) には論文に対する有益なコメントをいただいた｡ ここ

に謝意を表する｡

1) 我が国における振替価格を分析した研究として, 本誌に掲載された谷 (1976, 1980, 1982) を

はじめとして, 過去に蓄積がある｡ 最近では, 振替価格モデルを構築した研究として椎葉 (2010)

がある｡

2) この結論は, 垂直的に分離された組織で発生する二重マージン解消のための対策に相当する｡

二重マージンの問題は, Hirshleifer (1956) の以前に Spengler (1950) が指摘している｡

3) この他に, ���& Schiller (2007) は経済学に基づいた研究を展望し, エージェンシー理論を

用いて振替価格操作を分析した研究を紹介している｡ この流れの研究としては, Harris et al.

(1982), Ronen & Balachandran (1988), Balachandran & Ronen (1989), Wagenhofer (1994), Li &

Balachandran (1997), Christensen & Demski (1998), Schiller (1999), Slof (1999) などがあげられ

る｡ さらに, Shubik (1962), Johansen (1996), Pfeiffer (1999), Vidal & Goetschalckx (2001),

Gjerdrum et al. (2002), Lakhal et al. (2005), Villegas & Ouenniche (2008), Perron et al. (2010),

Hammami & Frein (2014) など, 数理計画法を用いて振替価格を求める方法を提示する研究の流

れも存在する｡

4) Karmarkar & Pitbladdo (1994) や Rosenthal (2008) などの先行研究で, 垂直的に独立した部門

が分権的に意思決定を行うモデルが提示されている｡ さらに, 垂直的にだけではなく, 水平的に

も独立した複数の製造部門で製品を生産する企業における振替価格操作を考えたモデルとして,

Ingene & Parry (1995) があげられる｡ 彼らは水平的に 2 部門が存在するモデルを分析している

が, 本論文ではより一般的に, 水平的に�部門が存在する状況を考える｡

5) ���& Wagenhofer (2007) は本論文と同様に線形の需要関数を用いて, 事業部制組織が価格競

争に直面するときは, 振替価格の設定に全部原価計算を用いる方が直接原価計算を用いるよりも

有利になる状況を, 簡単な数値例を用いて示している｡
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